








そこで、2009 年 9 月に筆者らは兵庫県の協力のもと県外被災者を対象とした調査を実施した。















とする）の記事が報道される。2009 年 1 月 12 日
の神戸新聞には、「阪神・淡路大震災後、兵庫県

















































出した人が 175,424 人に上り、そこから 1990 ～









今回の調査は、2009 年 9 月 9 日から 9 月末に
かけて実施した。対象者は、2000 年 7 月以降兵
庫県の「ふるさとひょうごカムバックコール＆











































が 70 ～ 79 歳代で全体の 29.2％、次に多いのが





は 53.4 歳で年齢構成は図 2 にあるように、60 ～




男性が 67 歳、女性が 70.3 歳と、男性より女性が
上回る。年代別でも男性は 70 ～ 79 歳代が最も多
く、次に 60 ～ 69 歳代が多いが、女性は 80 歳以
上が最も多く、次に 70 ～ 79 歳代が多い。
世帯構成



















単身  66 （24.8％）  92 （34.7％）
配偶者のみ  80 （30.1％）  84 （31.7％）
配偶者と未婚の子  62 （23.3％）  34 （12.8％）
その他
（親やきょうだいと同居）
 58 （21.8％）  55 （20.8％）







































は、5 ～ 10 万円未満の層が 36.7％と一番多くなって













負担している家賃に関しては、5 ～ 10 万円未
満の層が最も多く 30.2％である。次に多いのが、
1 ～ 2 万円未満の層で 19.4％、2 ～ 3 万円未満の






持家  90 （33.7％）  103 （39.3％）
公的借家  5 （1.9％）  81 （30.9％）
民営借家  153 （57.3％）  55 （21.0％）
その他  19  （7.1％）  23 （8.8％）
合　計  267 （100.0％）  262 （100.0％）（p<.01）
表 3　家賃の変化
震災前 現在
1 万円未満  3 （2.0％）  10 （7.2％）
1 〜 2 万円未満  2 （1.3％）  27 （19.4％）
2 〜 3 万円未満  18 （12.0％）  16 （11.5％）
3 〜 4 万円未満  30 （20.0％）  14 （10.1％）
4 〜 5 万円未満  25 （16.7％）  14 （10.1％）
5 〜 10 万円未満  55 （36.7％）  42 （30.2％）
10 万円以上  14 （9.3％）  14 （10.1％）
わからない  3 （2.0％）  2 （1.4％）













労務職  43 （16.4％）  21 （8.0％）
自営業  43 （16.4％）  16 （6.1％）
事務職  30 （11.5％）  15 （5.7％）
管理職  26 （9.9％）  8 （3.1％）
専門職  18 （6.9％）  10 （3.8％）
無　職  60 （22.9％）  157 （59.9％）
その他  42 （16.0％）  35 （13.4％）




震災前の世帯収入は、200 ～ 300 万円未満の層
が 19.7％と最も高く、300 ～ 400 万円未満と 800
万円以上が 16.8％、400 ～ 500 万円未満が 10.7％
の順となっている（表 5）。厚生労働省「国民生
活基礎調査」（1995 年）によれば、震災の一年
前の 1994 年の平均所得が 664.2 万円（中央値は
545 万円）、最も多いのが、300 ～ 400 万円未満で







年）の 1994 年の高齢者世帯（男性 65 歳以上、女
性 60 歳以上のみの世帯、またはこれに 18 歳未満
の未婚の子どもが加わった世帯）の平均所得は
332.2 万円、100 ～ 200 万円未満が 24.6％と最も
多く、200 ～ 300 万円未満が 19.8％、100 万円未




現在の世帯収入は、200 ～ 300 万円未満の層
が 21.1％と最も高く、100 ～ 200 万円未満の層が




556.2 万円で（中央値は 448 万円）、最も多いのが
300 ～ 400 万円未満で 13.0％、次いで 200 ～ 300









額別にみると、100 ～ 200 万円未満が 23.9％と最
も多く、200 ～ 300 万円未満の層が 21.7％、300






収入なし  6  （2.5％）  15 （6.1％）
100 万円未満  13 （5.3％）  21 （8.5％）
100 〜 200 万円未満  16 （6.6％）  50 （20.2％）
200 〜 300 万円未満  48 （19.7％）  52 （21.1％）
300 〜 400 万円未満  41 （16.8％）  33 （13.4％）
400 〜 500 万円未満  26 （10.7％）  23 （9.3％）
500 〜 600 万円未満  21  （8.6％）  16 （6.5％）
600 〜 700 万円未満  19 （7.8％）  13 （5.3％）
700 〜 800 万円未満  13 （5.3％）  9  （3.6％）
800 万円以上  41 （16.8％）  15  （6.0％）













めである。現在の世帯収入は 200 ～ 300 万円未満
の層が 21.1％と最も高く、100 ～ 200 万円未満の
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図 6　生活の程度（内閣府「国民生活に関する世論調査」平成 21 年より）
（注） 昭和 37 年 1 月調査及び昭和 38 年 1 月調査ではこの質問は行われていない。







































































































公平でない  98 （37.3％）
あまり公平でない  126 （47.9％）
だいたい公平だ  38 （14.4％）
公平だ  1 （0.4％）


































































ライフラインが使えず、被災地で生活できなかった  64 （11.9％）
避難所にいられなかった  44 （8.2％）
仮設住宅に当たらなかった  43 （8.0％）
早く落ち着きたかった  101 （18.7％）
行政に勧められた  8 （1.5％）
家族・知人に勧められた  89 （16.5％）
高齢のため  30 （5.6％）
病気のため  23 （4.3％）
子どもの学校のため  15 （2.8％）
仕事のため  57 （10.6％）
その他  65 （12.1％）

























一時的な避難  72 （27.9％）
数年で戻るつもり  83 （32.2％）
永住するつもり  52 （20.2％）
特に何も考えていなかった  51 （19.8％）




































 130（51.4％） 123（48.6％） N=253
帰県の時期
すぐにでも 数年以内 未定































































自宅の再建が困難である  49 （10.7％）
復興公営住宅が当たらない  39 （8.6％）
民間賃貸住宅が見つからない  11 （2.4％）
転居資金が調達困難である  62 （13.6％）
仕事の都合があるため  44 （9.6％）
仕事が見つからない  26 （5.7％）
子どもの学校の都合があるため  8 （1.8％）
病院に通院するため  36 （7.9％）
現地の居場所で落ち着いているため  127 （27.9％）
その他  54 （11.8％）









3 万円未満が最も多く 23.9％、次いで 1 ～ 2 万円










































































































































部の協力のもとに 1995 年 7 月に行った『西宮市
からの転出者調査』結果によれば、7 月の時点で
市外に出て行った人々の転出時期は 1995 年 1 月



































主な支援策 評価する 評価しない わからない（％） （％） （％）
①　家賃を軽減する支援 32.9 27.3 24.1
②　生活再建のための貸付制度 20.8 29.7 31.2
③　ひょうご便りなどの情報提供 59.5 13.8 11.2
④　電話訪問などの相談支援 25.5 22.6 30.3
⑤　被災離職者の雇用促進 11.8 25.1 40.4

























































































































































































































が必要であると考える。なお、2010 年 3 月末で
終了予定だった兵庫県の「カムバックコール＆
メール事業」は来年度も継続されることが 2010
年 1 月 12 日の兵庫県知事の定例会見で明らかに



























1） 兵庫県によれば、最新のデータは 2009 年 12 月末時
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